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  【結果の概要】 

➢ 九州の KGGI 総合スコアは 0.648、順位は 11 地域中 9 位 

世界経済フォーラムの GGI 同様、全地域で政治分野が押し下げ要因になっている。 

➢ 分野別では、経済 0.732（4 位）、教育 0.867（7 位）、健康 0.961（9 位）、政治 0.032（10 位） 

経済を除く３つの分野で全国スコアを下回る結果となった。 

 

【2022年 3月４日 改訂】 

九州ジェンダーギャップ指数 Kyushu Gender Gap Index 2021 rankings 

※ 2022年 1月 7日にプレスリリースを行った本指数につきまして、一部のデータ及び記述に誤りがありました。 
お詫びすると共に、以下の通り訂正させて頂きます。 

Table1　総合スコア

経済 教育 健康 政治 KGGI

沖縄地方 0.748 0.905 0.966 0.067 0.671

南関東地方 0.722 0.869 0.962 0.090 0.661

北陸地方 0.744 0.864 0.965 0.059 0.658

四国地方 0.725 0.892 0.965 0.048 0.657

中国地方 0.725 0.887 0.959 0.050 0.655

近畿地方 0.716 0.869 0.963 0.070 0.655

北関東・甲信地方 0.711 0.871 0.969 0.055 0.652

全国 0.717 0.871 0.963 0.055 0.652

東北地方 0.739 0.864 0.964 0.036 0.651

九州地方 0.732 0.867 0.961 0.032 0.648

東海地方 0.694 0.859 0.969 0.051 0.643

北海道地方 0.704 0.851 0.955 0.031 0.636

Table2　ランキング

経済 教育 健康 政治 KGGI

沖縄地方 1 1 3 3 1

南関東地方 7 5 8 1 2

北陸地方 2 9 4 4 3

四国地方 6 2 5 8 4

中国地方 5 3 10 7 5

近畿地方 8 6 7 2 6

北関東・甲信地方 9 4 1 5 7

東北地方 3 8 6 9 8

九州地方 4 7 9 10 9

東海地方 11 10 2 6 10

北海道地方 10 11 11 11 11
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Table 3 項目別スコア 

健康

KGGI
労働参加率の

男女比

同一職業にお

ける賃金の男

女格差

推定勤労所得

の男女比

管理的職業従

事者の男女比

専門技術職の

うち、給与が

専門技術職平

均より高い職

業の男女比

大卒以上の就

業率の男女比

定着率の男女

比

高校進学率の

男女比

大学進学率の

男女比

大学院学生の

男女比率

国立大学・大

学院の理系学

部学生の男女

比率

平均寿命に占める

「日常生活に制限

のない期間の平

均」の割合の男女

比

自治体（県市

区町村）議員

の男女比

公務員の部長

局長以上職種

男女比

自治体（県市

区町村）首長

の男女比

全国 0.839 0.759 0.543 0.133 0.339 0.712 0.945 1.000 0.883 0.484 0.366 0.963 0.170 0.075 0.021

北海道地方 0.821 0.788 0.549 0.000 0.327 0.686 0.892 1.000 0.782 0.450 0.329 0.955 0.157 0.040 0.000

東北地方 0.861 0.756 0.595 0.200 0.364 0.778 0.940 1.000 0.872 0.388 0.387 0.964 0.117 0.047 0.013

南関東地方 0.830 0.781 0.541 0.120 0.310 0.711 0.974 1.000 0.905 0.522 0.295 0.962 0.309 0.099 0.038

北関東・甲信地方 0.840 0.739 0.538 0.200 0.319 0.727 0.926 1.000 0.847 0.492 0.406 0.969 0.152 0.067 0.029

北陸地方 0.892 0.766 0.601 0.000 0.365 0.779 0.975 1.000 0.859 0.375 0.411 0.965 0.121 0.079 0.037

東海地方 0.831 0.738 0.508 0.111 0.296 0.684 0.930 1.000 0.871 0.418 0.325 0.969 0.172 0.065 0.019

近畿地方 0.828 0.769 0.537 0.167 0.368 0.678 0.927 1.000 0.888 0.523 0.312 0.963 0.210 0.080 0.036

中国地方 0.848 0.772 0.558 0.000 0.368 0.721 0.973 1.000 0.909 0.490 0.478 0.959 0.128 0.083 0.018

四国地方 0.870 0.753 0.577 0.000 0.414 0.718 0.927 1.000 0.943 0.487 0.486 0.965 0.133 0.069 0.021

九州地方 0.853 0.764 0.570 0.143 0.400 0.763 0.917 1.000 0.898 0.406 0.373 0.961 0.120 0.051 0.004

沖縄地方 0.865 0.785 0.644 0.000 0.443 0.836 0.871 1.000 1.000 0.676 0.391 0.966 0.111 0.142 0.024

経済 教育 政治
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<その他参考データ> 

 

 

 

 

 

① 出産育児介護が理由の離職者の割合 

―平成 29 年就業構造基本調査 

 

② 経済団体役員数の割合 

―各都道府県経済同友会及び商工会議所連合会 HP2021 

  ※非公開及び同友会がない都県は除く 

男性(人 ) 女性(人) 女性比率

全国 1940 122 5.9%

北海道 67 4 5.6%

東北 156 7 4.3%

北陸 288 21 6.8%

北関東・甲信 162 3 1.8%

南関東 196 5 2.5%

東海 101 9 8.2%

近畿 268 28 9.5%

中国 191 9 4.5%

四国 262 21 7.4%

九州 198 12 5.7%

沖縄 51 3 5.6%

男性 女性

全国 1.3% 12.3%

北海道 1.2% 10.8%

東北 1.2% 11.0%

北陸 1.1% 11.6%

北関東・甲信 1.1% 12.6%

南関東 1.3% 13.1%

東海 1.0% 13.2%

近畿 1.3% 12.1%

中国 1.4% 11.6%

四国 1.4% 11.3%

九州 1.4% 11.3%

沖縄 1.5% 13.3%
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＜KGGI（世界基準版）＞ 

世界経済フォーラムの GGI が採用している構成指標を、適切な日本国内指標に

置き換えて作成した 

 

 

 

 

Table４　総合スコア

経済 教育 健康 政治 KGGI

沖縄地方 0.743 1.000 0.954 0.067 0.691

北陸地方 0.736 1.000 0.953 0.059 0.687

南関東地方 0.701 1.000 0.953 0.090 0.686

近畿地方 0.715 1.000 0.953 0.070 0.685

東北地方 0.737 1.000 0.953 0.036 0.682

四国地方 0.721 1.000 0.954 0.048 0.681

中国地方 0.718 1.000 0.953 0.050 0.680

全国 0.713 1.000 0.953 0.055 0.680

北関東・甲信地方 0.710 1.000 0.954 0.055 0.680

九州地方 0.729 1.000 0.954 0.032 0.679

北海道地方 0.714 1.000 0.951 0.031 0.674

東海地方 0.690 1.000 0.952 0.051 0.674

Table５　ランキング

経済 教育 健康 政治 KGGI

沖縄地方 1 1 1 3 1

北陸地方 3 1 5 4 2

南関東地方 10 1 9 1 3

近畿地方 7 1 8 2 4

東北地方 2 1 6 9 5

四国地方 5 1 3 8 6

中国地方 6 1 7 7 7

北関東・甲信地方 9 1 4 5 8

九州地方 4 1 2 10 9

北海道地方 8 1 11 11 10

東海地方 11 1 10 6 11
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Table 6 項目別スコア 

KGGI
労働参加率の

男女比

同一職業にお

ける賃金の

男女格差

勤労所得の

男女比

管理的職業従

事者の男女比

専門・技術職

の男女比

識字率の

男女比

小学校就学率

の男女比

中学校就学率

の男女比

高校就学率の

男女比
健康寿命 出生時性比

自治体（県市

区町村）議員

の男女比

公務員の部長

局長以上職種

男女比

自治体（県市

区町村）首長

の男女比

GGI(参考)
労働参加率の男女

比

同一労働における

賃金の男女格差

推定勤労所得の男

女比

管理的職業従事者

の男女比

専門・技術職の男

女比
識字率の男女比

初等教育就学率の

男女比

中等教育就学率の

男女比

高等教育就学率の

男女比
健康寿命の男女比 出生時性比 国会議員の男女比 大臣職の男女比

過去50年の女性元

首在任年数

全国 0.839 0.759 0.543 0.133 0.934 1.000 1.000 1.000 1.000 1.036 0.946 0.170 0.075 0.021

北海道地方 0.821 0.788 0.549 0.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.025 0.944 0.157 0.040 0.000

東北地方 0.861 0.756 0.595 0.200 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.039 0.946 0.117 0.047 0.013

南関東地方 0.830 0.781 0.541 0.120 0.730 1.000 1.000 1.000 1.000 1.031 0.946 0.309 0.099 0.038

北関東・甲信地方 0.840 0.739 0.538 0.200 0.947 1.000 1.000 1.000 1.000 1.042 0.946 0.152 0.067 0.029

北陸地方 0.892 0.766 0.601 0.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.040 0.946 0.121 0.079 0.037

東海地方 0.831 0.738 0.508 0.111 0.879 1.000 1.000 1.000 1.000 1.044 0.944 0.172 0.065 0.019

近畿地方 0.828 0.769 0.537 0.167 0.945 1.000 1.000 1.000 1.000 1.035 0.946 0.210 0.080 0.036

中国地方 0.848 0.772 0.558 0.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.037 0.946 0.128 0.083 0.018

四国地方 0.870 0.753 0.577 0.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.043 0.946 0.133 0.069 0.021

九州地方 0.853 0.764 0.570 0.143 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.045 0.946 0.120 0.051 0.004

沖縄地方 0.865 0.785 0.644 0.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.048 0.946 0.111 0.142 0.024

元データ
労働力調査基本

集計

賃金構造基本統

計調査

賃金構造基本統

計調査

労働力調査基本

集計

労働力調査基本

集計

統計を取ってい

ないため、1と

仮定

学校基本調査 学校基本調査 学校基本調査
H27年都道府県

生命表
人口動態統計

地方公共団体の議

会の議員及び長の

所属党派別人員調

等

地方公共団体にお

ける男女共同参画

社会の形成又は女

性に関する施策の

推進状況

地方公共団体の議

会の議員及び長の

所属党派別人員調

等

年度 2020 2020 2020 2020 2020 - 2020 2020 2020 2015 2020 2020 2019 2020

政治経済 教育 健康
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Technical Note 

九州ジェンダーギャップ指数(KGGI)： 

この指数は、経済・教育・健康・政治の 4 分野 15 項目のデータから作成され、0 が完全不

平等、1 が完全平等を示す。日本国内を 11 地域に分けて各地域のジェンダーギャップスコ

アを示している。 

 

【指数の性質】 

・ 国際的指標が複数ある中で、世界経済フォーラムの GGI をベースにした。男女格差をなく

し、社会を発展させるために「経済・教育・健康・政治」で格差を測定する同指数のポリ

シーが当会の作成意向に適切と考えたもの。 

・ 地域の特性が見えるように、日本の現状に則したアレンジを行っている。別途参考数値と

して、GGI をそのまま国内指標に置き換えた「九州ジェンダーギャップ指数（世界基準版）」

も示す。 

・ 同指数は「水準」ではなく性別による「差」を示す。 

・ 各項目のスコアで１以上の数値は「平等」と見なし、基準値１として計算する。 

・ スコア 0 は数値が表章単位に満たないもの。（例：「管理的職業従事者の男女比」の引用元

の労働力調査基本集計では、表章単位は 1 万人） 

 

【作成手順】 

① 各県のデータを合成して各地域※１のデータを作成する。 

② 各項目※２の男女比を算出する 

③ 項目ごとに標準偏差の逆数を算出し、それによりウェイトづけをする。（ばらつきが小

さい項目の方がウェイトは重くなる。） 

④ 分野毎に加重平均し、4 分野の指数を算出する。 

⑤ 4 分野を単純平均してスコアを算出する。 

 

※１ 地域区分は労働力調査（厚生労働省）に基づき以下の通りとする。 

北海道 ―北海道 

東北 ―青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県 

南関東 ―埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 

北関東・甲信 ―茨城県、栃木県、群馬県、山梨県、長野県 

北陸 ―新潟県、富山県、石川県、福井県 

東海 ―岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 

近畿 ―滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

中国 ―鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県 

四国 ―徳島県、香川県、愛媛県、高知県 

九州 ―福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県 

沖縄 ―沖縄県 
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※２ 項目ごとの引用元データは下記の通り。 

<経済> 

労働参加率の男女比－令和２年労働力調査基本集計（総務省） 

同一職業における賃金の男女格差－令和２年賃金構造基本統計調査（厚生労働省） 

勤労所得の男女比－令和２年賃金構造基本統計調査（厚生労働省） 

管理的職業従事者の男女比－令和２年労働力調査基本集計（総務省） 

専門・技術職のうち、給与が専門技術職平均より高い職業の男女比－賃金構造基本

統計調査及び平成 27 年国勢調査 

大卒以上の就業率の男女比－平成 29 年就業構造基本調査 

定着率の男女比－雇用動向調査 2019 

<教育> 

高校進学率の男女比－令和２年度学校基本調査 

大学進学率の男女比－令和２年度学校基本調査 

大学院学生数の男女比－令和２年度学校基本調査 

国立大学及び大学院の理系学部学生の男女比－各大学の HP、河合塾 HP 

<健康> 

平均寿命に占める「日常生活に制限のない期間（＝健康寿命）」の割合の男女比」－

平成 27 年都道府県別生命表 

<政治> 

自治体議員の男女比－地方公共団体の議会の議員及び長の所属党派別人員調 

公務員の部長局長以上職種別男女比－令和元年度 地方公共団体における男女共同

参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況 

自治体首長の男女比－地方公共団体の議会の議員及び長の所属党派別人員調 

 

【KGGI 作成メンバー】 

「九州企業ジェンダーギャップ指数検討ＷＧ」 

座 長： 原槇 義之 九州旅客鉄道㈱ 人事部担当部長 

ＷＧメンバー： ダイバーシティ「幸せコミュニティ」推進委員会企画部会委員 

（企画部会長 池内 比呂子〔㈱テノ.ホールディングス 社長〕）、 

WE-Next の会（代表 高見 真智子〔㈱サイズラーニング 社長〕） 

アドバイザー： 益村 眞知子 九州産業大学 名誉教授 

事 務 局： (一社)九州経済連合会 地域政策部 

データ算出/指数化： (公財)九州経済調査協会 

 

以上 


